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諮問「今後の住宅・建築物の省エネルギー対策のあり方について」（平成26年10月27日）

諮問

「今後の住宅・建築物の省エネルギー対策のあり方について」（平成26年10月27日 国土交通大臣より社会資本整備審議会長へ諮問）

「今後の住宅・建築物の省エネルギー対策

のあり方について」諮問、付託

平成26年10月27日(月)

建築分科会・建築環境部会①

「今後の住宅・建築物の省エネルギー対策

のあり方について（第一次報告）」(骨子案)

建築環境部会②

平成26年12月18日（木）

「今後の住宅・建築物の省エネルギー対策

のあり方について（第一次報告）」

取りまとめ
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建築環境部会③・建築分科会

審議経過

パブリックコメント

１月28日（水）
「今後の住宅・建築物の省エネルギー対策の
あり方について（第一次答申）」
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社会資本整備審議会 第一次答申（平成27年１月28日）

「今後の住宅・建築物の省エネルギー対策のあり方について（第一次答申）」の概要等

１ 民生部門の省エネルギー化に向けた規制的手法のあり方関連

２ 新築時の高度な省エネルギー対応、既存建築物の省エネルギー性能向上、エネルギーの使用の合理化を誘導する方策のあり方関連

（１）建築物及び省エネルギー基準の特性に応じた規制的手法のあり方

新築の際の基準適合義務化、特例的扱いの対象（文化財再現建築物等、仮設建築物等）、伝統的構法の扱いについて検討必要 等

（２）段階的な基準適合義務化のあり方
１）当初義務化する際の対応関連

対象：新築の大規模非住宅建築物 基準：一次エネルギー消費量基準 審査体制：民間機関の活用

２）義務化対象範囲の拡大に向けた対応関連

住宅の義務化については、基準適合率、中小工務店・大工の対応状況、審査側の体制、 断熱化の意義等を総合的に勘案し、義務化する時期、
手法、基準の内容・水準を検討
特に小規模建築物の義務化については、資格者の関与による手続きの合理化や建築主の特性に応じた規制のあり方等の検討が必要

（３）既存建築物における適切な対応を確保する方策のあり方

増改築時届出の際の指導強化、改修工事に係る届出対象の合理化、維持保全状況に係る定期報告の廃止

省エネルギー化に向けた各種支援に際しては、省庁間における適切な連携・役割分担の確保を図る【新築・既存対策共通の方針】
（１）新築時の高度な省エネルギー対応を誘導する方策関連

高度な省エネルギー対応を認定・支援、環境性能の評価・表示制度の普及・活用、ＺＥＨ・ＺＥＢ等の推進、住宅事業建築主による性能向上、
支援制度や表示制度等を通じた外皮性能の確保、賃貸住宅の省エネルギー化

（２）既存建築物の省エネ性能向上及びエネルギー使用の合理化を誘導する方策関連

規制合理化による改修円滑化、段階的・計画的な改修の推進、先導的対応支援、評価・表示制度、スマートウェルネス住宅の推進、
マネジメントの適正化に向けた支援、省エネルギー行動等の推進

（３）その他（集約型都市構造への転換、街区・まちづくりレベルでの総合的な取組みの推進）

【参考】第１８９回国会（常会）提出予定法律案（国土交通省関係）（H27.2.6報道発表）

件名 要旨

建築物のエネルギー消費性能の向上
に関する法律案（仮称）

社会経済情勢の変化に伴い建築物におけるエネルギーの消費量が著しく増加していることに鑑み、建築物の
エネルギー消費性能の向上を図るため、一定規模以上の建築物のエネルギー消費性能基準（仮称）への適合性
を確保するための制度の創設、エネルギー消費性能向上計画（仮称）の認定制度の創設等の措置を講ずる。


